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平成27年度 平成26年度

環 境 生 活 部 3,177,193 2,799,451

<環 境 政 策 局>
○27 ○26

環境生活総務課
Ⅰ 自 然 保 護 費

1. 鳥獣保護事業 ○単 17,208 17,065 野生生物保護思想の普及、啓発及び野生鳥獣の保護並びに

傷ついた野生鳥獣を指定の救護医や救護所で保護、治療す

るために要する経費

2. 自然公園等保護対策事 5,156 5,547 自然公園等すぐれた自然環境の保全・管理及び適正な利用

業 ○単 促進を図るために要する経費

3. 自然公園等施設整備事 45,488 43,344 公園計画に基づく公園利用施設や近畿自然歩道等の整備に

業 ○補 要する経費

4. 外来生物対策事業 ○単 1,400 2,840 特定外来生物による生態系被害及び農作物被害等を防止す

るために要する経費

5. ジオパーク推進事業 ○単 9,469 27,673 南紀熊野ジオパークにおいて、地質や地形の資源を見直し、

それらを保全するとともに、教育や観光の振興等の地域活

性化を図るために要する経費

Ⅱ 環境衛生研究センター費

1. 健康と環境を守る調査 2,438 2,440 健康と環境を守る県独自の課題を研究テーマにした調査・

研究事業 ○単 研究の実施に要する経費

Ⅲ 環 境 対 策 費

1. 環境保全審査指導事業○単 3,233 3,210 環境影響評価の審査指導及び環境審議会の運営等に要する

経費

2. わかやま環境保全活動 1,271 1,325 環境保全への理解や取組の意欲を高めるため、環境教育の

・学習推進事業 ○単 推進や体験学習の機会、情報等の提供に要する経費

3. 和歌山県温暖化対策推 6,355 6,129 温室効果ガスの排出抑制に向けた啓発・広報など総合的な

進事業 ○単 対策に要する経費

4. リサイクル推進事業 ○単 1,085 2,284 リサイクル製品の認定・利用促進に要する経費

5. 住宅用太陽光発電設備 29,600 29,600 住宅用太陽光発電設備の普及促進に要する経費

導入促進事業 ○単

6. 和歌山県地域グリーン 672,371 357,210 再生可能エネルギー等を活用した自立・分散型エネルギー

ニューディール基金活 システム導入による災害に強く環境負荷の小さい地域づく

用事業 ○補 りへの支援に要する経費

7. ○新わかやま こどもエ 1,275 － 親子で一緒に取り組む家庭でのエコ活動の推進に要する経

コチャレンジ事業 ○単 費

循環型社会推進課
Ⅰ 環 境 対 策 費

1. 一般廃棄物適正処理推 445 592 一般廃棄物処理施設に関する市町村指導に要する経費

進事業 ○補

2. 廃棄物処理計画推進事 1,854 4,527 県内における廃棄物の発生・処理状況の把握等、和歌山県

業 ○単 廃棄物処理計画の進行管理に要する経費

3. 紀南版フェニックス事 144,787 3,879 紀南地域において、公共関与による最終処分場整備事業を

業 ○単 推進するために要する経費
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4. 産業廃棄物処理業者指 11,262 11,661 産業廃棄物の適正処理を推進するため、産業廃棄物処理業

導事業 ○単 者の指導に要する経費

5. ＰＣＢ廃棄物処理対策 5,901 5,901 ＰＣＢ廃棄物の早期処理を促進するため、環境再生保全機

推進事業 ○単 構に創設された基金への拠出に要する経費

6. ダイオキシン類等環境 1,114 645 橋本市内におけるダイオキシン類汚染対策実施区域の環境

汚染対策事業 ○単 監視に要する経費

7. 不法投棄・不適正処理 10,580 11,401 廃棄物の不適正処理対策に要する経費

対策事業 ○単

8. 産廃保管・土砂埋立等 4,099 4,279 「産業廃棄物の保管及び土砂等の埋立て等の不適正処理防

適正処理指導事業 ○単 止に関する条例」の運用に要する経費

9. 不法投棄監視パトロー 13,776 13,200 不法投棄の未然防止、早期発見、早期対応のための監視パ

ル事業 ○単 トロールに要する経費

10. 海岸漂着物地域対策推 83,995 50,488 海岸における良好な景観と環境の保全を図るため、海岸漂

進事業 ○補 着物等の回収・処理及び発生抑制対策に要する経費

11．○新廃棄物適正処理監視 893 － 最終処分場の適正処理を推進するため、廃棄物の収去検査

事業 ○単 実施に要する経費

環 境 管 理 課
Ⅰ 環 境 対 策 費

1. 大気汚染等防止対策事 3,554 3,554 大気汚染の防止を図るため、大気汚染物質等の環境監視及

業 ○単 び工場・事業場の立入検査に要する経費

2. 騒音振動公害防止対策 6,415 5,910 自動車騒音、航空機騒音等の実態調査及び工場騒音等の監

事業 ○単 視指導に要する経費

3. ダイオキシン類防止対 11,728 10,872 ダイオキシン類の環境監視、排出事業者への指導及び啓発

策事業 ○単 等、総合的な対策に要する経費

4. 水質汚濁防止対策事業○単 22,144 20,435 公共用水域等の水質汚濁の防止を図るため、公共用水域等

の常時監視及び工場・事業場の立入検査等に要する経費

5. 瀬戸内海環境保全対策 3,431 3,412 瀬戸内海地域の特定施設の設置・変更等の許可、立入検査

事業 ○受○単 及び負荷量削減の指導等に要する経費

6. 化学物質管理指導事業○単 3,040 2,966 土壌汚染対策法、フロン排出抑制法等の運用に要する経費

7. 大気汚染常時監視テレ 31,535 35,180 大気汚染常時監視測定機器の維持管理、整備に要する経費

メーター装置運営事業

○補○単

8. アスベスト対策事業 ○単 25,885 13,610 建築物解体現場での石綿飛散の監視及び石綿健康被害救済

基金への拠出に要する経費

9. ＰＭ２．５常時監視体 6,124 26,609 ＰＭ２．５等大気汚染を常時監視するテレメータシステム

制強化事業 ○単 の維持管理に要する経費

<県 民 局>

県 民 生 活 課
Ⅰ 県 民 相 談 費

1. 県民・交通事故相談事 4,178 4,654 県民相談室、交通事故相談所の運営及び移動県民相談等に

業 ○単 要する経費

Ⅱ 県民生活対策費

1. 消費生活推進事業 ○単 5,744 5,579 多様化する消費者問題に対処し、県民生活の安定と向上を

図るため、総合的な消費生活施策の推進に要する経費
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2．交通安全推進事業 ○単 17,992 18,618 交通事故総量の抑止、特に高齢者の交通事故防止、飲酒運

転根絶、シートベルト着用の徹底、自転車の安全利用を推

進するための各種広報啓発活動に要する経費

3. ＮＰＯ推進事業 ○単 2,288 2,190 ＮＰＯ活動を支援し、ＮＰＯとともに豊かな地域社会づく

りを進めるために要する経費

4．ＮＰＯサポートセンタ 24,900 24,583 ＮＰＯの活動拠点として県サポートセンターの管理運営を

ー運営事業 ○単 指定管理者に委託することにより、ＮＰＯ活動の促進を図

るために要する経費

5. 消費者安全サポート事 67,625 60,692 消費生活相談窓口の機能強化や消費者教育等、消費者行政

業 ○補 の推進を図るために要する経費

Ⅲ 消費生活センター費

1. 消費生活センター運営 30,128 30,080 消費生活センター及び同紀南支所において、消費者相談及

事業 ○単 び教育啓発等を行うことにより、消費生活を総合的に支援

するために要する経費

青少年・男女共同参画課
Ⅰ 青少年政策推進費

1. 青少年対策部等運営事 37,969 34,440 関係機関・団体等の連携及び地域における青少年健全育成

業 ○単 の推進・体制強化に要する経費

2. 青少年施設管理運営・ 114,660 110,000 青少年施設「紀北青少年の家」、「白崎青少年の家」、「潮岬

整備事業 ○単 青少年の家」及び「県青少年活動センター」の管理運営並

びに整備に要する経費

3. 地域子ども団体育成事 39,769 40,278 子どもたちの健やかな成長を図るため、地域における子ど

業 ○単 も団体活動等を推進する市町村等への補助に要する経費

4. 青少年健全育成・非行 5,978 6,117 少年保護関係機関の連絡調整、非行防止啓発及び青少年の

防止総合対策事業 ○単 健全育成のための県民運動・広報啓発活動の展開に要する

経費

5. 青少年健全育成条例施 1,664 1,714 県青少年健全育成条例の適正運用及び青少年の健全育成を

行事業 ○単 阻む有害環境の浄化に要する経費

6. 未成年者喫煙防止条例 386 486 県未成年者喫煙防止条例の適正運用及び未成年者の喫煙防

施行事業 ○単 止のための環境整備に要する経費

7. リレー式次世代健全育 7,753 6,524 地域全体で青少年を健全育成するシステムづくりに要する

成事業 ○単 経費

8. 若者自立支援事業 ○単 39,073 40,404 若者の社会的自立を効果的かつ円滑に支援するために要す

る経費

9. ○新青少年ネット安全・ 8,771 － 青少年が安心して安全にインターネットを利用できる環境

安心のための環境整備 づくりに要する経費

事業 ○単

Ⅱ 女性政策推進費

1. 男女共同参画行政推進 5,680 5,515 男女共同参画行政の総合的な推進及びＤＶ防止啓発等に要

事業 ○補○単 する経費

2. 男女共同参画センター 29,375 29,681 男女共同参画センターの管理・運営及び啓発・相談等に要

運営事業 ○受○単 する経費

3. 性暴力救援センター和 2,431 1,490 性暴力被害者の早期の心身回復を図るため、相談、医療、

歌山運営事業 ○単 心理的ケア及び法律相談等の総合的な支援を行うために要

する経費

4. ○新女性の活躍促進事業○単 1,244 － 企業等における女性の登用に向けた気運醸成や取組を促進

するために要する経費
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食品・生活衛生課
Ⅰ 食品衛生指導費

1. ＨＡＣＣＰ導入促進事 2,041 3,019 県民に、より安全な食品を供給するため、ＨＡＣＣＰの考

業 ○単 え方を取り入れた衛生管理手法の普及を図るために要する

経費

2. 食品の安全確保推進プ 2,387 2,489 消費者の立場に立った食品の安全を確保するため、生産か

ロジェクト事業 ○単 ら消費に至るまでの総合的な安全施策を行うために要する

経費

3. 食品表示適正化推進事 2,993 3,111 県内食品事業者による適正な食品表示の取組を促進すると

業 ○単 ともに、食品表示の監視指導を強化し、食品表示の適正化

を推進するために要する経費

4. 食品衛生指導事業 ○単 10,953 11,392 食品販売・製造施設等の監視指導及び食品検査の信頼性を

確保し、食品衛生の向上を図るために要する経費

5. 食品等安全確保対策事 11,674 11,774 市場に流通する食品及び家庭用品について残留農薬、食品

業 ○単 添加物等の検査を実施し、消費者に安全な食品の提供を図

るために要する経費

6. 食肉衛生対策事業 ○補○単 12,003 12,036 食肉を介した疾病、食肉処理における微生物汚染を防止す

るためのと畜・食鳥検査及びと畜場・食鳥処理場の衛生保

持に要する経費

7. 食品保健指導事業 ○単 5,932 5,967 食品関係事業者の自主衛生管理体制の強化に要する経費

8. いわゆる健康食品の安 2,766 2,953 健康食品の成分検査と医療関係者等との連携による安全確

全対策事業 ○単 保に要する経費

Ⅱ 環境衛生指導費

1. 水道施設管理指導事業○単 3,147 3,154 水道施設に対する衛生及び維持管理に関する指導に要する

経費

2. 水道施設整備指導事業○補 1,300 1,300 市町村が行う上水道・簡易水道等整備に係る計画・事業の

適正化に要する経費

3. 生活衛生施設改善助成 1,576 1,600 クリーニング師の試験の実施及び公衆浴場の確保を図るた

事業 ○単 めの設備改善助成に要する経費

4. 生活衛生施設監視指導 1,242 1,337 生活衛生関係営業施設の衛生水準の向上を図るために行う

事業 ○単 検査及び指導に要する経費

5. 生活衛生営業指導セン 24,056 24,518 生活衛生関係営業者の経営の健全化、衛生水準の維持向上

ター運営助成事業 ○補○単 を図るため、（公財）県生活衛生営業指導センターが行う

相談指導業務の助成等に要する経費

Ⅲ 動物衛生指導費

1. 狂犬病予防及び動物愛 8,528 8,587 狂犬病の発生予防、飼い犬登録の推進、野犬対策、動物愛

護管理事業 ○単 護と適正飼養の普及啓発に要する経費

2. 動物愛護センター・鳥 39,900 40,411 動物愛護センターと鳥獣保護センターの運営及び維持管理

獣保護センター運営事 に要する経費

業 ○単

3. 動物由来感染症予防体 1,000 1,000 動物由来感染症の予防及びまん延防止に要する経費

制整備事業 ○補
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